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住環境整備における合意形成のあり方に関する考察
神奈川県川崎市の小田地区の密集市街地整備を事例として
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要約
密集市街地整備事業等の修復型の住環境整備においては、居住者の自己負担が大きいう
え、利害関係の生じる住民と行政、及び住民間での合意を図った後に事業を進めることが
前提となるため、事業化のスピードが遅い上、地区内の一体的な整備が困難であるという
問題点がある。
本研究は、こうした住環境整備を円滑に進めるための、住民の合意形成ツールとして、
多基準型意思決定手法である、 AHPCAnalytic Hierarchy Process=階層分析法)の適
用性の検討を行うことを目的としている。ケーススタテeィとして、典型的な都市部の密集
市街地である神奈川県川崎市川崎区小田地区を選定し、居住者のまちづくりに対する意識・
意向を把握し、分析を行った。
その結果、小田地区のまちづくりの方向性として、生活空間の充実や防災性の向上を希
望する割合が高く、特に主要道路から一定距離離れた場所の住民において顕著な傾向がみ
られた。
また、各居住者のAHP評価値をクラスター分析により意識・意向による分類を行った
結果、自費負担が原則となる住宅・建物整備に対する意向が強い居住者が、比較的多数で
存在していることが明らかになり、公的負担による道路やオープンスペースの整備を求め
るだけでなく、密集市街地整備事業を受け入れる環境が醸成されつつあることが示唆され
た。ただし、事業レベルでは、住宅・建物耐火構造への建て替えや細街路の整備(道路の
拡幅)、公園・小広場の整備等に対する評価が高い一方で行き止まり道路の解消・通り抜
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け道路の整備に対しては評価が低い結果となり、住民の意識・意向にばらつきがあること
が示された。
評価構造及び代替案の客観性の確保とAHPにおける評価項目数の制約等の技術的な問
題点の改良が今後の課題であるが、住環境整備における住民の合意形成ツールとして、
AHPは有効性が高いと考えられる。
1.研究の目的と意義
密集市街地整備事業に代表される修復型の住環
境整備においては、住民の合意を得て事業を進め
ることが大前提となるため、事業化のスピードの
遅い上、地区内の一体的な整備が困難であるとい
う問題点が指摘できる。東京都内を例にみると、
世田谷区太子堂地区、墨田区京島地区等、事業指
定から10年以上の年月を経ても、部分的な整備は
行われているものの、未だ道路が一本も計画通り
に整備されていないという状況である。こうした
修復型の住環境整備では、いかに住民の合意形成
を図るかが最も重要なポイントであり、そのため
には合意形成手法を計画策定や事業実施過程にお
いて、積極的に活用していくことが有用であると
考えられる。
本研究は神奈川県川崎市小田地区を対象として
ケーススタディを実施し、住環境整備を円滑に進
めるための合意形成手法として、 AHPCAnalytic 
Hierarchy Process =階層分析法)の適用可能性
を検討するとともに、対象地区におけるまちづく
りの方向性について考察を行った。
2.調査対象地区の概要
2. 1 開発経緯と人口
川崎市川崎区小田地区(小田2丁目、 3丁目、
4丁目、小田栄1丁目)は、京浜臨海部に形成さ
れた工業地帯に隣接しており、その後背地として
高度成長期に急激に人口が集積してきた。
小田地区の人口は現在約11，000人であるが、近
年は減少傾向で推移しており、ここ20年で2割程
度減少している。また、川崎市は65歳以上人口比
率が10.5%0995年国勢調査値)と、全国値の14.5
%と比較すると低い都市であるが、小田地区は
18.0%に達しており、市内でも高齢化が進んだ地
域であるといえる。
2. 2 道路・住宅等の整備状況
道路の整備状況をみると、 4m未満の狭陸道路
が地区内道路総延長の約4割を占め、一方通行、
行き止まり道路も多い。加えて、木造住宅棟数率
が84.3%、老朽住宅棟数が67.3%と高く、典型的
な密集市街地の様を呈している。
地区内の東西方向には、昭和21年8月26日に計
画決定された幅員36m、延長3，445mの都市計画
道路「富士見鶴見駅線」の整備が予定されている
が、現在事業化の目途が立っていない。 50年以上
を経て2，375mが開通しているものの、残る地区
内の1，070mが未開通となっている。
交通利便性をみると、 JR川崎駅から約 2kmの
位置にあるほか、区域内にはJR南武線の支線
(通称『浜川崎線.Dが整備されており、川崎新町
と浜川崎駅が最寄りの駅である。しかし、浜川崎
線は川崎駅と連結していないため、鉄道の利便性
はあまりょいとはいえない環境にある。
パス路線は、良好な環境にあるが、一部の区域
内で、商!苫衝が形成されている一方通行の道路へ
パスが進入しており、幅員が狭いためにパス通過
時の安全性に問題が生じている。
2. 3 まちづくりの方向性
小田地区の大半は、第2種住居地域で、小田2・
4丁目の南北に伸びる住区幹線沿いには近隣商業
施設と商業地域が指定されている。また、小田地
区全体は準防火区域に指定されている。
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川崎市では、「整備、開発文は保全の方針」にお
いて、小田地区を計画的な再開発の必要な市街地
c1号市街地)に位置づけ、なかでも小田2・3・4
丁目は特に早急に再開発を行うことが望ましい地
区(整備促進地区)としている。
また、小田2・3丁目は、大都市法に基づく神
奈川県の「住宅および住宅地の供給に関する計画」
において、重点供給地域(住宅および住宅地の供
給を重点的に図るべき地域)に指定されており、
密集住宅市街地整備促進事業の対象地区になって
いる。
以上のように、域内道路の拡幅や敷地の共同利
用、防災性の向上等住環境整備が求められるが、
自力更新を前提とした住宅・住環境の整備改善は
なかなか進んでおらず、密集市街地の面的整備と
都市計画道路の一体的整備が望まれている。
図1 調査対象地域
3.調査手法
3. 1 AHPの特徴と適用例
AHP CAnalytic Hierarchy Process =階層分
析法)とは、代替案間の選択という意思決定を行
う際に、考慮すべき評価項目を階層的に配列し、
それぞれの評価項目を同一レベル内で一対比較す
ることにより、評価項目の重要度(ウェイト)を
調べ、代替案間での総合的な重要度を算出し、そ
れを選択の判断に結びつける手法である。
不確定な状況や、多様な評価基準が存在する場
合の意思決定手法として、 1971年にピッツパーグ
大学教授のThomasL.Saatyが提唱したのに始ま
る。この手法は、主観的な判断とシステムアプロー
チをミックスした問題解決型意d思決定手法の一つ
で、米国では幅広い社会経済政策、軍事問題等、
幅広い分野で適用されている。
日本においては、合意形成支援ツールとして、
北九州市における空港の立地選定や、首都機能の
移転先選定地の問題等に用いられたほか、評価一
般として交通経路の選択特性の評価や、都市のイ
メージ分析・住みやすさ評価、道路システムにお
ける通信システムの評価等に試みられている。
3. 2 本研究の特徴
(1 )評価構造の設計
調査票は、 AHPに関する設問、及び回答者の
属性を問う項目から構成した。 AHP関連の設開
設計にあたり、平成12年2月に東京都立大学大学
院都市科学研究科の教員及び学生を対象としたプ
レテストを実施した。
その結果から、 4項目以上の一対比較について
整合性を確保することは回答者の負担が大きく、
有効回答率が大幅に下がることが明らかになった
こと、調査対象が一般住民で、かっ高齢化している
ことから回答のしやすさに配慮が必要だったこと
の理由により、一対比較の項目数は3っとした。
第2階層では、まちづくりの方向性を示し、第3
階層では第2階層を実現するための事業手段を3
項目あげている。
特に地区内は道路整備が重要な課題であること
から、道路整備に関する設聞を中心とし、都市計
画道路「富士見鶴見駅線」級の道路事業に相当す
る「幹線道路」、防災面からの整備が求められる
「細街路拡幅」、両者の中間的性格に相当し、パス
通りや地区内アクセスの向上につながる「生活道
路」の整備等、様々なレベルの道路事業を想定し
fこ。
(2)設計上の特徴と留意点
今回の調査においては、各事業の実施にあたっ
て発生する費用の負担について明示することとし
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道路整備に関連する項目
図2 AHPの階層構造
Tこ。密集市街地整備事業のなかでは、生活道路整
備や公園整備などは全面的に行政が負担すること
になるが、セットパックによる細街路整備や、耐
火建築物への建て替えなどは、住民自身が土地ま
たは費用を負担しなくてはならない。住民側での
費用負担の発生は、直接的にまちづくりに対する
反対感情を引き起こしてしまうことがあり、密集
市街地をはじめとする修復型の住環境整備事業の
進行を送らせる要因のーっと言われている。例え
ば、ある事業に対して「全額公費負担であれば賛
成だが、自費で行うのは反対」と費用負担が賛否
を決める直接的な要因になっている場合もあり、
費用負担を明示しない質問では、賛否が逆転する
回答結果になることが想定される。このような回
答上の混乱を防ぐため、本調査では、実際に住民
に対して負担の有無を明らかにした上で、まちづく
りの方向性や事業に対する意向を問うこととした。
3. 3 実施要領
調査対象者の抽出は、都市計画道路「富士見鶴
見駅線」整備予定地からの距離に応じて沿道住民
と一般利用者に区分した。道路整備予定地の居住
者は、現在は地区内住民であっても将来的には地
区外へと移転することになることと、住民感情への
配慮から、現在道路整備予定地に居住している移
転対象者は、今回の調査対象からは除外している。
i )沿道住民:都市計画道路整備予定地からの距
離が20m以内(都市計画道路の
整備に伴L、、住環境に大きな変
化があると想定される住民)
註)一般利用者 ri )沿道住民」以外の地域に
住居のある住民(都市計画道路
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の整備によって利便性は向上す
るが、住環境の変化は小さいと
想定される住民)
ゼンリン住宅地図を用いて地区を50mメッシュ
で区切り、各メッシュから 2-3世帯をランダム
に抽出した。ただし、地区内住居形態の比率は、
概ね、戸建て住宅:集合住宅=4 : 1となってい
ることから、地区全体の比率に合わせ戸建住宅:
集合住宅=4:1で抽出した。
(1 )調査期間及び回収方法
調査期間は、平成12年3月下旬から 4月上旬で
ある。留め置き‘法で、調査員が各戸を訪問して、
配布・回収した。ただし、回収時点で不在者に対
しては返信用封筒を配布し、郵送にて回収を行なっ
た。なお、配布物は調査票に加え、第3階層の各
項目における事業内容を説明する資料を添付し
た。
(2)配布数および回収状況
総配布数は209票、回収数は112票(回収率53.6
%)、うち有効票は82票(有効回答率73.6%)で
あった。
表1 配布数の回収数
配布数 回収
(a) 数(b) 率(b/a)
主民 209 112 
沿道住民 92 50 
|戸建住宅 72 43 
l集合住宅 20 7 
一般利用者 117 62 
|戸建住宅 87 53 
|集合住宅 30 9 
4.調査結果
4. 1 回答住民の属性
①年齢・性別
53.6% 
54.3% 
59.7% 
35.0% 
53.0% 
60.9% 
L30.0~ 
うち有効回答
数(c) 率化/b)
82 73.2% 
37 74.0% 
34 79.1% 
3 42.9% 
45 72.6% 
38 71.7% 
7 7.8% 
回答者は60-69歳が24.4%で最も多く、次いで
50-59歳が23.2%を占めるなど、高齢者の比率が
I奇い。
また、性別は回答者の54.9%が女性であり、男
性は45.1%であった。
②職業
回答者の42.7%が無職であり、会社員が22.0%
で続いている。これは、回答者の多くが高齢者、
女性であったことから、各世帯での専業主婦、ま
たは子供夫婦と同居の高齢者の回答が多かったも
のと思われる。
③家族構成
夫婦のみが26.8%で最も多く、次いで子供との
2世帯が25.6%となっている。
④住居の形態
調査票配布比率の戸建て住宅:集合住宅=4:
1を反映し、回答者の82.9%が持ち家戸建てであ
り、賃貸集合住宅は11.0%であった。
⑤小田地区での居住年数
小田地区で、の居住年数は、 30年以上が54.9%を
占め、圧倒的に多い。次いで10-20年、 20-30年
が共に14.6%となっている。
⑥小田地区での今後の居住意向
表2 回答者の属性
年齢 数 % 職業 数 % 
20"-29歳 31 3.7 会社員 18 22.0 
30"-39歳 91 11.0 経営者及びその家族 11 13.5 
40"-49歳 14 17.1 学生 1 1.2 
50"-59歳 19 23.2 ハ.ート・7J~I\'イト 81 9.8 
60"-69歳 20 24.4 公務員 51 6.1 
70歳以上 12 14.6 無職 35 42.7 
無回答 51 6.1 その他・無回答 41 4.9 
家族構成 数 % 住居の形態 数 % 
ひとり世帯 111 13.4 持家戸建て 68 82.9 
夫婦のみ 221 26.8 賃貸戸建て 1 1.2 
親との2世帯 151 18.3 持家集合 1 1.2 
子供との2世帯 211 25.6 賃貸集合 91 11.0 
3世代 71 8.5 社宅 1 1.2 
その他 61 7.3 その他・無回答 21 2.4 
居住年数 数 % 居住意向 数 % 
1年以内 21 2.4 1年以内に転居 1 1.2 
2"-5年 51 6.1 2~3年後に転居 21 2.4 
5~1O年 61 7.3 5~10年は居住 131 15.9 
10"-20年 121 14.6 20年は居住 71 8.5 
20"-30年 12 14.6 永住 51 62.2 
30年以上 45 54.9 その他 81 9.8 
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小田地区に「永住(したい)Jという回答者が
62.2%で最も多く、 r5....10年は居住(したい)J
が15.9%で次いでいる。
4. 2 AHP評価結果
(1 )第2階層の評価
住民は、 rA.主要道路の整備」を最重視しつ
つも、細街路の拡幅や木造建物から耐火構造への
建て替えを含む rc.住宅・建物の整備Jを重視
し、防災性の向上を望んでいることが読みとれる。
都市計画道路整備予定地からの距離帯別では、
20m以内居住者および、 50m超居住者は、 rA.
主要道路の整備」を最重視しているが、 20....50m
内居住者は、 rB.生活空間の整備」を重視して
いる。パス道路からの距離帯別では、特に、 20. 
50m内居住者に rA.主要道路の整備」を重視す
る傾向が強い。
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図3 第2階層の評価結果
(2)第3階層の評価
第3階層の評価項目聞の重要度を見ると、住民
全体では、 rA-2 :騒音・振動・大気汚染の防
止を重視する道路JrA-3:住宅地内通過交通
を減少させる道路JrB -1 :パス通りの歩道整
備等による交通安全の向上」が重視されている。
都市計画道路整備予定地からの距離帯別では、
特に20....50m内居住者は、 rB-1 パス通りの
歩道整備Jrc -3 :木造から耐火構造住宅への
建て替えJrB -3 :公園・小広場の整備」など、
密集市街地における交通安全や防災性の向上を重
視している。都市計画道路の影響を直接受けるこ
とがないと考えられるため、主要道路の整備より
も、生活空間の整備や住宅・建物の整備を重視し
ているものと考えられる。
一方、パス道路からの距離帯別では、特に、 20
....50m内居住者に rA-3 :住宅地内通過交通を
減少させる道路の整備jを重視する傾向が特に強
くなっている。
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図4 第3階層の評価結果
(3)グループ別評価における特徴
主要道路(都市計画道路予定地、および、パス通
り)沿いの住民(道路端から20m以内居住者)は、
特に、 rA-2 :騒音・振動・大気汚染の防止を
重視する道路」整備を望む傾向が強い。主要道路
が存在する(あるいは開通する)ことを前提に、
環境重視の街づくり整備を重視している、と解釈
することができる。
これに対して、主要道路から少し離れた住民
(とりわけ20m超50m以内居住者)は、 rA-3 : 
通過交通(住宅街を通り抜ける車)を減らす幹線
道路づくり」や rB-1 :パス通りの歩道整備等
による交通安全の向上Jrc -1 :住宅に接する
細街路(幅4m未満の道路)の拡張Jrc -3 : 
古い木造住宅から耐火構造住宅への建替え」といっ
た生活空間や防災の向上を重視する割合が高くなっ
ている。これは、主要道路から少し離れることに
より、道路からの環境影響を受けることが小さく
なるため、より生活空間の充実を希望する割合が
高くなるものと推察される。
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5.クラスター分析による住民の意向把握
5. 1 分析手順
小田地区居住者が、どのようなまちづくりに対
する指向性を有し、評価構造を示しているのか、
AHPの評価値に基づきクラスター分析を用いて
さらに分析を試みた。 AHPという評価手法の利
点は、各個人の各項目の重要度を明らかにした上
で指向性を割り出すことができることにある。加
えてその結果をクラスター分析によって、特定の
指向性を有する集団としてグループ化することが
できる。すなわち、特定の項目を指向し、かっ重
要度も同じ個人をグループ化することが可能とな
る。したがって、「どのような項目をどのくらい
重要と考えている個人が、母集団内にどのような
比率で存在しているのか」を明らかにすることが
できる。
分析の手順は次のとおりである。まず、 AHP
の評価構造の第2階層(まちづくりの方向性)の
クラスター分析を行う。第2階層レベルでは、都
市計画道路レベルを整備する rA:主要道路の整
備」、住宅に接する細街路を拡幅する rc:住宅・
建物整備」、両者の中間にあたる rB:生活空間
の整備Jを比較している。まちづくりの大きな方
向性として、住民がどのような意向を有している
のか、またそのような指向性を有するグループが
どのくらいの比率で存在しているのか明らかにす
ることができる。同様に、 AHPの第3階層(事
業の内容)でもクラスター分析を行い、事業レベ
ルでの住民意向を把握する。
5. 2 主要道路の整備に対する重要度
道路事業の要素としては rA>B>CJの順で
強く、概ねAHPによる重要度が0.3より大きい
場合が比較擾位であるといえる。
r A:主要道路の整備」についての重要度の分
布をみると、 0-0.3未満、すなわち「主要道路に
対する整備意向が弱い」者が43.9%と最も多い。
次いで、重要度0.5以上の「主要道路に対する整
備意向がかなり強いJ者が26.8%存在している。
重要度0.4以上も含めると「主要道路に対する整
備意向が他と比べて高い」グループが約4割を占
めていることになる。残りの2割は、主要道路の
整備について「生活空間の整備や住宅・建物整備
と同じくらい重要」と考えているグループである。
単純な結果からみると、小田地区の住民は、主
要道路に対する意向が「強い:他と同じ:弱い=
4 : 2 : 2 Jの割合で存在しているといえる。
表3 r主要道路の整備Jの評価値の分布
AHPの評価値 数 比率
0~0.3未満 36 43.9% 
0.3~0.4未満 12 14.6% 
0.4~0.5未満 12 14.6% 
0.5以上 22 26.8% 
合計 82 100% 
5. 3 まちづくりの方向性(第2階層)
第2階層のクラスター分析により、まちづくり
の方向性による類型化を行った。
クラスター数については、 2-7個でテストし
た結果、 5個のクラスター数が最も適している
(すべてのグループが一定の規模をもち、かっデー
タ的な特徴が顕著)という結果が得られた。
主要道路の整備に対する意向が強い住民が約4
割存在していることがわかったが、詳細には rA:
主要道路整備」を単独で指向するグループ(主要
道路整備重視型)が26.8%、rA:主要道路整備」
とrB:生活空間整備」をセットで指向するグルー
プ(主要道路&生活空間整備型)が11.0%の比率
で存在していることが明らかになった。
一方、主要道路の整備を望まないグループをみ
表4 第2階層クラスターの分布
数 比率
住宅・建物&生活空間整備型 23 28.0% 
主要道路整備重視型 22 26.8% 
住宅・建物整備重視型 18 22.0% 
生活空間整備重視型 10 12.2% 
主要道路&生活空間整備型 91 11.0% 
合計 82 100% 
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ると、 AからCの3項目がほぼ同じであるか、あ
るいは rc:住宅・建物整備」と rB:生活空間
整備」をやや強く望む「住宅・建物&生活空間整
備型Jが28.0%、rc:住宅・建物整備」に対す
る意向が他者より特に強いグループ(住宅・建物
重視整備型)が22.0%、rB:生活空間整備Jに
対する意向が他者より特に強いグループ(生活空
間整備重視型)が12.2%であった。
5. 4 事業レベル(第3階層)
第3階層についても、第2階層同様の分析を実
施した。第3階層では、まちづくりの事業レベル
での類型化が可能である。クラスター数の設定を
2-7個でテストした結果、第2階層の場合と同
様に、 5個のクラスターが最も適しているという
結果が得られた。
第3階層は各第2階層に 3項目づ、つ、計9項目
あるが、そのうち、クラスターを特徴づけるよう
な項目として、 6項目が選択された。それぞれ、
r A-1 :他都市へのアクセス向上を重視した幹
線道路づくりJrA-2:騒音・振動・大気汚染
の防止を重視した幹線道路づくりJr A-3通過
交通(住宅街を通り抜ける車)を減らす幹線道路
づくりJrB -1 :パス通りの歩道整備等による
交通安全の向上JrB -3 :公園・小広場(ポケッ
トパーク)の整備Jrc -1 :住宅に接する細街
路(幅4m未満の道路)の拡幅」である。
5つのクラスターのなかで、最も規模の大きな
グループは rB-1 :パス通りの歩道整備による
交通安全の向上」と rB-3 :公園・小広場(ポ
ケットパーク)の整備Jをほぼ同程度に強く指向
する「パス通り歩道&公園整備型」で、 32.9%と
全体の3分の 1を占めている。ついで rc-1 : 
住宅に接する細街路の拡幅」の重要度が特に高い
「細街路整備型」で24.4%、 rA-1 :他都市への
アクセス向上を重視した幹線道路づくり」と rA-
3 :通過交通を減らす幹線道路づくり」をほぼ同
程度に重視する「通過交通排除&アクセス罫毘型」
が18.3%となっている。
特定の項目のみに特化したクーループは、「細街
路整備型Jと「建物耐火型」、「主要道路の環境重
視型」の3クラスターである。いずれも小田地区
のまちづくりにおいて安全性を重視しているとい
えるが、分野的には、防災性と交通をセットでと
らえる「細街路整備型」と建物の防災のみを重視
する「建物耐火型」、道路沿い環境面を重視(あ
るいは、環境悪化を危慎)する「主要道路の環境
重視型Jに大別された。
交通利便性の向上を図るためだけの道路整備を
重視する住民は少なく、 rA-1 :他都市へのア
クセス向上を重視した幹線道路づくり」のみのク
ラスターは形成されなかった。
また、「通過交通排除&アクセス重視型」と
「主要道路の環境重視型Jが主要道路整備意向の
強いクラスター、「パス通り歩道&公園整備型」
は生活空間整備意向の強いクラスター、「細街路
整備型Jと「建物耐火型」が住宅・建物整備意向
の強いクラスターといえる。主要道路の整備を指
向するにしても、住宅・建物整備を指向するにし
ても、二つの別のクラスターが形成されているこ
とが特徴的である。
表5 第3階層クラスターの分布
数 比率
パス通り歩道&公園整備型 27 32.9% 
細街路整備型 20 24.4% 
通過交通排除&アクセス重視型 15 18.3% 
建物耐火型 11 13.4% 
主要道路の環境重視型 9 11.0% 
合計 82 100% 
以上の通り、分野別にみても、事業の種類別に
みても、地域住民は、まちづくりに対して様々な
意思・性向を有することが示唆された。
5. 5 クラスター分析のまとめ
①まちづくりの方向性(第2階層)クラスター
評価軸がわずか3つであっても、 5つのクラスター
に分類され、小田地区という 4つの町丁目の住民と
いう小さな単位であっても、まちづくりの意向はば
らつきがあることが明らかになった。この中で、主
要道路整備の重要度が高いクラスターや、原則自
費負担であっても住宅・建物整備の重要度が高い
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クラスターが、比較的規模も大きく出現している。
②事業レベル(第3階層)クラスター
9つの評価軸で5つのクラスターが形成された
が、うち 4つは道路事業の重要度が高いクラスター
であった。小田地区のまちづくりのなかでは、道
路事業は主要事業の一つであることは確かである
が、小田地区というわず、か4町丁目で構成される地
区内であっても、都市計画道路から細街路整備ま
で段階の異なる事業が求められていることが明らか
になった。また、道路事業において住民が重視する
要素も、環境面、アクセス向上などの交通利便性、
通過交通排除、歩道整備などの交通安全性、細街
路拡幅による防災性向上など様々であった。
他都市へのアクセス向上などの交通利便性を重
視するクラスターは、都市計画道路の整備を重視
するクラスターと読み替えることもできょう。こ
の中には、都市計画道路予定地の近接居住者も含
まれており、近接居住者といえども、都市計画道
路に必ずしも反対している訳ではないことが推察
される。
密集市街地整備事業のなかでは、住宅・建物耐
火構造への建て替えや細街路の整備 G麟の拡幅)、
公園・小広場の整備等に対する評価が高く、それ
ぞれ、重視する事業が異なるクラスターが出現し
ているが、行き止まり道路の解消・通り抜け道路
の整備に対しては評価が低い。これは、密集市街
地整備事業に対して防災性、安全性の向上を図る
こと、すなわち総論には賛成だが、各論(事業メ
ニュー)には反対となる可能性があることを示唆
している。事業推進にあたり、それぞれのメニュー
に対して、住民意識にばらつきがあることを考慮
した上で進めていくことが必要となる。
表6 第3階層クラスターのタイプ
交通 交通
防災性 環境
利便性 安全性
パス通り歩道&公園整 。O O 備型
細街路整備型 O 。O 
通過交通排除& 。。
アクセス重視型
建物耐火型 。
主要道路の環境重視型 。
6.まとめ
6. 1 小田地区のまちづくりについての考察
(1 )道路整備に対する意向
AHPの結果から、主要道路(都市計画道路予
定地、およひーパス通り)沿いの住民は、主要道路
が存在する(あるいは開通する)ことを前提に、
環境重視の街づくり整備を重視する傾向が強い。
また、クラスター分析によれば、主要道路整備
(第2階層)の重要度が高いクラスターや、他都
市へのアクセス向上(第3階層)など交通利便性
を重視するクラスターが存在しており、この中に
は、都市計画道路予定地の近接居住者も含まれて
いる。都市計画道路予定地近接居住者といえども、
都市計画道路に必ずしも反対している訳ではない
ことが推察される。こうした住民意向を踏まえ、
都市計画道路富士見鶴見駅線の整備に際しては、
環境保全に十分配慮した上で事業を推進すること
が望ましいと考えられる。
ただし、本調査では、 AHPおよびクラスター
分析を通じて住民の評価意識構造を分析している
ものの、住民感情への配慮から計画されている都
市計画道路については位置を明示してその重要度
を尋ねるという方法をとっていない。したがって、
アンケート票中の「主要道路」の解釈については、
住民間で一様でない可能性があり、評価結果にば
らつきを与えた要因とも考えられる。今後、小田
地区のまちづくりを進めていくにあたり、特に道
路事業については、都市計画道路の位置を明示し
た上で再評価する必要があるであろう。
また、本調査は、小田地区という小学校区より
もさらに小さい 4町丁目で構成される地域で調査
を実施したが、それでも住民の意識にはかなりば
らつきがみられる結果となった。特に地区道路の
整備においては、できる限りミクロな単位で、よ
りスポット的な地域分析が重要であると考えられる。
(2)密集市街地整備のあり方に対する考察
AHPの調査結果では、小田地区のまちづくり
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の方向性として、生活空間の充実や防災性の向上
を希望する割合が高く、特に主要道路から少し離
れた場所の住民において顕著であった。その要因
としては、主要道路との距離が離れることによっ
て、及ぼされる環境影響が小さくなること、現状
として主要道路から離れた地域で住宅が密集して
いることが挙げられる。小田地区の住民意識とし
ても、密集市街地の問題の解決に対するニーズは
高いといえる。
さらに、クラスター分析によると、原則自費負
担であっても住宅・建物整備(第2階層)の重要
度が高いクラスターが、比較的規模も大きく出現
しており、住民のなかには、密集市街地整備事業
を受け入れる土壌はすでにできていると考えられ
るだろう。
ただし、事業レベル(第3階層)のクラスター
をみると、住宅・建物耐火構造への建て替えや細
街路の整備(道路の拡幅)、公園・小広場の整備
等に対する評価が高く、それぞれ、重視する事業
が異なるクラスターが出現しているうえ、一方で
行き止まり道路の解消・通り抜け道路の整備に対
しては評価が低い結果となっている。
一般的に、密集市街地の整備については、住民
の建て替え費用の自己負担や自宅のセットパック
等、住民自らが資金面でなんらかの負担を負うこ
とが常に問題となり、進展しないケースが多いと
いわれている。
本調査においても、地域の紡災性、安全性の向
上を図ること、すなわち総論には賛成でも、各論
(事業メニュー)では賛否両論となる可能性があ
ることが示唆された。事業推進にあたり、それぞ
れのメニューに対して、住民意識にばらつきがあ
ることを考慮した上で、スポット的に地区住民の
ニーズをくみ取り、また不公平感を軽減させる、
あるいは自発性を引き出すための財政上・制度上
の仕組み(補助、無利子融資、固定資産税の減免
など)が求められる。
6. 2 AHPによる評価手法の精度について
(1)評価構造及び代替案の客観性の問題
AHPは、複数の代替案の中から、①評価すベ
き項目を階層化して重要度の比較を行い、②代替
案の中で重視されている項目の重要度を数値的に
明らかし、③最終的に代替案選択の意思決定に資
するための手法である。今回の調査では、行政あ
るいは住民が作成した将来像(代替案)が存在し
ていなかったため、仮想的な代替案を設定せざる
を得ない状況であった。そのため、評価項目の重
要度比較については信頼性が高い一方で、仮想的
な代替案の比較に対しては精度が低いといわざる
をえず、本稿では評価結果を省略している。
また、 AHPによる総合的な評価結果は、評価
構造、すなわち採用する評価項目とその階層構造
に依存する。評価項目聞の一対比較の判定は、主
観的判断に依っており、上位階層レベルになるほ
どその傾向は強くなるにもかかわらず、最終結果
に及ぼす影響にも強いものがある。このことから
も明らかなように、 AHPで得られた結果は絶対
的なものではない。そうであるが故に、評価者間
のウェイト付けの変更や、他の手法との組み合わ
せが意思決定には欠かせないことになる。また、
評価項目の選定や評価階層構造の決定についての
判断を専門家に委ね、比較的判断しやすい最下層
項目についてのみ主観的判断を行うようにすれば、
評価項目の客観性と個人の選好を結び‘つけて代替
案の評価を行う手法として、 AHPの精度は高ま
るものと考えられる。
(2)テクニカルな問題
プレテストと本テストとの対照から、住民に対
してAHP調査を実施する際には、回答の整合性
を保ち、一定の有効回答率を得ょうとする場合に
は、一対比較は3項目までにすることが好ましい
という結果となった。回答者が回答しやすい調査
票を設計することは、アンケート調査の基本では
あり、特に、本研究の調査対象地域の高齢化率が
高いことを考慮して、評価階層は第3階層までと
し、採用できる評価項目は9項目が限度であると
判断したが、一方では項目数が評価構造の設計上
の制約にもなっている。 AHPの主観的評価に基
づく場合は、こうした制約が生じることは必須で
あり、評価構造の決定には十分な検討が必要であ
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る。
今回の調査では、密集市街地の事業メニューを
もとに、評価項目を設計している。一般にまちづ
くり事業の多くは住民が行政に依存しがちな傾向
があるが、本調査では費用負担を明示しでも、回
答結果に偏りはみられず、住民が自主的に取り組
む可能性がある事業は存在していることを把握で
きた。住民に対しては、わかりやすく、かっ現実
に即した評価項目を用意し、加えて結果を公開し
ていくことで、住民の事業に対する理解度は深ま
り、合意形成を円滑に進める手法として期待でき
る。
本研究においては、 AHPの設計を手法的に精
轍にしようとすると、高度な専門知識を要する設
問や回答者の負担が多大になってしまうことにな
り、手法としての信頼度と、回答者にとっての
「わかりやすさ・回答のしやすさ」の双方を一定
レベルで確保することの難しさを痛感した。
しかし、「公共事業の実施」や「まちづくり」
等での「合意形成」ツールの開発は急務である。
テクニカルな問題を解消するための一つの方法と
して、対象地域で繰り返しAHP調査を実施し、
かっ手法そのものや調査結果についてもすべての
情報を公開していくことが必要であると考えられ
る。
6. 3 今後の課題
手法としてのAHPの最大の利点は、通常のア
ンケート調査と異なり、表面上だけでなく、構造
的に住民意識が把握できることにある。単に、道
路事業に賛成、反対という意思だけでなく、個別
の事業メニューについても何にどのぐらい賛成な
のか、というウェイトをも明らかにできる。適切
な調査が行われれば、こうした個別の事業メニュー
の賛否と重要度を踏まえ、まちづくりの方向性と
して住民の総意となる折衷案を作成することが可
能となり、地区内住民の合意形成を図るために、
有用なツールであるといえる。国の道路事業に対
する評価のガイドラインである『道路投資の評価
に関する指針(案)第2編総合評価』によれば、
AHPの運用方法として、 rB/C指標値で基準化
された代替案の最終総合評価値が1.0を越えるか
どうかが事業の採択基準になる」と示されている。
したがって、代替案の客観性の確保が最大のポイ
ントとなる。
本調査結果の活用方法としては、 AHPに基づ
く代替案採択の判定に用いるというよりも、むし
ろ、道路事業といっても、細街路から高速道路等
まで、道路整備の手法も地域に及ぼす影響(事業
効果)も様々なものがあるので、そうした事業を
どのような組み合わせで行っていくのかという、
代替案の作成に資するデータとして蓄積すること
が望ましいと考えられる。
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The project of Environmental Improvement， especially in densely built-up area， 
has the problem that consensus building is difficult and takes long time. The 
purpose of this paper is to propose AHP， which is one of multi-criteria analyses， as 
the method of consensus building on the project of Environmental Improvement. We 
put it into practice and the questionnaires were distributed to the residents at Oda 
District. 
As a result， AHP has some technical problem， but it is so useful to recognize 
appropriately the residential intention of urban renewaL 
We made it clear that their intention of concrete projects have such diversity as 
rebuilding (or renovating) their houses fireproof on their own cost， laying out a 
park to protect themselves from disasters and so on， even if they have a common 
needs to improve infrastructure at Oda District. 
